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１５．２０ 

 

不適法な出願書類等に係る手続の却下の

取扱い 

 

 

不適法な手続であって、その補正をすることができないものについては、その

手続を却下するものとする（特１８条の２第１項※ 1）。 

また、却下しようとするときは、その理由を通知し、弁明の機会を与えなけれ

ばならない（特１８条の２第２項※ 1）。 

不適法な出願書類等に係る手続の却下については、次のとおり取り扱う。 

なお、この取扱いに当たっては、下記事項に充分留意するものとする。 

 

（１）基準の運用に当たっては、当該出願書類等を総合的に検討し客観的に 

手続者の合理的意思を判断するよう努めるものとする。 

（２）形式的には以下に掲げる却下事項に該当する場合であっても、個別具 

体的な事例においては、必要に応じた取扱いを行うことにより、関係法 

令の適正かつ妥当な運用を図るものとする。 

 

１．出願手続の却下 

願書及びその添付書類が、次に掲げる事項に該当する場合には、特許法第１

８条の２第１項の規定により却下するものとする（商標法第５条の２第１項各

号に該当するときは、同条第２項の規定により補完をすべきことを命じ、指定

された期間内にその補完をしないときは、同条第５項の規定により却下するも

のとする。）。 

（共通事項） 

（１）いずれの種類の出願であるか不明な出願をしたとき。 

（２）出願人の識別番号及び氏名又は名称のいずれも記載されていない書面を

もって出願をしたとき（願書に添付された書面全体から特定できるときを

除く。）。（特３６条１項１号、実５条１項１号、意６条１項１号、特例施規

２条） 

（３）日本語で書かれていない書面をもって出願をしたとき（特許法第３６条

の２第１項に規定する外国語書面及び外国語要約書面を除く。）。（特施規２

条１項※ 2） 

（４）在外者（在外者と日本国内に住所又は居所を有する者が共同して出願を

したときを含む。）が日本国内に住所又は居所を有する代理人によらないで

出願をしたとき。（特８条１項※ 3） 

（５）原出願の出願人以外の者が、分割・変更に係る出願又は補正却下後の新

出願をしたとき（代理権が確認できる代理人又はもとの出願の代理人によ
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る手続であって、出願書面作成時に誤記したことが明らかな場合を除く。）。
※ 4 

（６）分割・変更に係る出願又は補正却下後の新出願において、原出願が共同

出願の場合で、原出願の出願人全員で行っていないとき（代理権が確認で

きる代理人又はもとの出願の代理人による手続であって、出願書面作成時

に脱漏したことが明らかな場合を除く。）。※ 4 

（７）出願をすることができる時又は期間が特許法、実用新案法、意匠法又は

商標法により定められている場合において、その時又は期間外に出願をし

たとき。なお、商標法第２０条第２項又は第３項に規定する期間外に商標

権の更新登録の申請をしたときも同様とする。※ 5（実用新案登録に基づく

特許出願においては特許法第４６条の２第３項の規定が適用される場合、

特許権の存続期間の延長登録出願においては特許法施行令第４条ただし書

の規定が適用される場合、及び防護標章登録に基づく権利の存続期間の更

新登録出願においては商標法第６５条の３第３項の規定が適用される場合

を除く。） 

（特許出願） 

（８）明細書及び特許請求の範囲を添付しないで特許出願をしたとき又は明細

書及び特許請求の範囲に記載すべきものとされる事項を記載した書面を添

付しないで外国語書面出願をしたとき。（特３６条２項、３６条の２第１項） 

（９）英語以外の外国語で記載された外国語書面を添付して外国語書面出願を

したとき。（特３６条の２第１項、特施規２５条の４） 

（実用新案登録に基づく特許出願） 

（１０）実用新案権の設定の登録がなされていない実用新案登録出願又は実用

新案権が消滅した実用新案登録を基礎として実用新案登録に基づく特許出

願をしたとき。（特４６条の２第１項） 

（１１）実用新案登録に基づく特許出願の際に、実用新案権の放棄による登録

の抹消の申請がなされていない又は当該申請が却下になった実用新案登録

を基礎として実用新案登録に基づく特許出願をしたとき。ただし、この場

合において、当該出願に対する却下の処分を行おうとする際に、実用新案

権の放棄による登録の抹消の申請がなされているときは、却下の処分は行

わない。（特４６条の２第１項） 

（１２）特許審査の迅速化等のための特許法等の一部を改正する法律（平成１

６年法律第７９号）附則第１条の規定による施行日（平成１７年４月１日）

前にした実用新案登録出願に係る実用新案登録に基づいて実用新案登録に

基づく特許出願をしたとき（特許審査の迅速化等のための特許法等の一部

を改正する法律附則２条２項） 

（特許権の存続期間の延長登録出願） 

（１２１３）特許番号が記載されていない書面をもって特許権の存続期間の延

長登録出願をしたとき（願書に添付された書面全体から特定できるときを

除く。）。（特６７条の２第１項２号） 
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（１３１４）特許法第６７条第２項の政令で定める処分の内容が記載されてい

ない書面（延長の理由を記載した資料が添付されているときを除く。）をも

って特許権の存続期間の延長登録出願をしたとき。（特６７条の２第１項４

号） 

（実用新案登録出願） 

（１４１５）明細書及び実用新案登録請求の範囲を添付しないで実用新案登録

出願をしたとき。（実５条２項） 

（意匠登録出願） 

（１５１６）図面を添付しないで意匠登録出願をしたとき。（意匠法第６条第２

項により図面に代えて写真、ひな形又は見本を提出するときを除く。）（意

６条１項、２項） 

（１６１７）意匠に係る物品を記載しない書面をもって意匠登録出願をしたと

き（願書に添付された書面全体から特定できるときを除く。）。（意６条１項

３号） 

（商標登録出願） 

（１７１８）団体商標登録出願において、商標法第７条第１項に規定する一般

社団法人その他の社団（法人格を有しないもの及び会社を除く。）若しくは

事業協同組合その他の特別の法律により設立された組合（法人格を有しな

いものを除く。）又はこれらに相当する外国の法人以外の者が出願をしたと

き（願書に添付された書面全体から出願書面作成時に誤記したことが明ら

かな場合を除く。）。（商７条１項） 

（１８１９）地域団体商標登録出願において、商標法第７条の２第１項に規定

する「組合等」以外の者（個人、会社等）が出願をしたとき（願書に添付

された書面全体から出願書面作成時に誤記したことが明らかな場合を除

く。）。 

（商７条の２第１項） 

（防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録出願）（→３５．６０） 

（１９２０）防護標章登録の登録番号を記載しないで防護標章登録に基づく権

利の存続期間の更新登録出願をしたとき（願書に添付された書面全体から

当該登録番号が特定できるときを除く。）。（商６５条の３第１項２号） 

（重複登録商標に係る商標権の存続期間の更新登録出願） 

（２１）商標登録番号を記載しないで重複登録商標に係る商標権の存続期間の

更新登録出願をしたとき（願書に添付された書面全体から当該登録番号が

特定できるときを除く。）。（商標法等の一部を改正する法律（平成８年法律

第６８号）附則第１１条、商標法施行規則等の一部を改正する省令（平成

８年通商産業省令第７９号）附則第４条） 

２．願書以外の出願書類の却下 

願書以外の出願書類が、次に掲げる事項に該当する場合には、特許法第１８

条の２第１項の規定により却下するものとする。 

（１）提出の趣旨の不明な書類その他の物件をもって手続をしたとき。 
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（２）手続をする者の識別番号及び氏名又は名称のいずれも記載されていない

書面（刊行物等提出書を除く。）をもって手続をしたとき（添付された書面

全体から特定できるときを除く。）。 

（３）代表者選定の届出がされている場合において、代表者以外の者が手続を

したとき（手続の効果が本人にのみ及ぶ手続を除く。）。 

（４）出願人以外の者が手続をしたとき（代理権が確認できる代理人による手

続であって、手続書面作成時に誤記したことが明らかな場合又は他人によ

る出願審査請求等を除く。）。 

（５）査定謄本の送達後又は出願却下※ 6※ 7 の処分の謄本の送達後に、意見書、

物件提出書、又は特徴記載書を提出したとき。 

（６）特許法第１８条の２第１項※ 1 の規定により却下された出願について手続

をしたとき、出願が放棄され、取り下げられ、若しくは却下された後に手

続をしたとき、又は出願について拒絶査定が確定（審決の確定による場合

を含む。）し、若しくは設定の登録がされた後に手続をしたとき（設定の登

録後にした代理人選任等の届出、包括委任状の援用の制限の届出、情報の

提供、受託番号の変更の届出、実用新案技術評価の請求、及び秘密意匠期

間の変更の請求を除く。）。 

（７）手続却下※ 6 又は出願却下※ 7 の処分の謄本の送達後（同日含む）に当該手

続又は出願に対し手続補正書等を提出したとき（弁明等により手続却下の

謄本の送達前の提出であることを証明した場合を除く。）。（→４３．２１） 

（８）外国語書面出願又は外国語特許出願のいずれでもない出願（外国語書面

出願又は外国語特許出願をもとにした日本語による分割出願を含む。）に誤

訳訂正書を提出したとき。（特３６条の２、１７条の２第２項、１８４条の

４、１８４条の１２第２項） 

（９）一の手続をもって足りる手続（外国語書面出願の翻訳文（特３６条の２

第２項）、出願審査請求書（特４８条の３）等）が重ねて行われたとき。 

（１０）法定期間若しくは指定期間につき延長を請求した場合において、その

期間の延長が法律上許されないものであるとき、又はその期間満了後に延

長を請求したとき。（特４条※ 8、５条※ 9、意１７条の４※ 10） 

（１１）外国語書面出願において、特許法第３６条の２第２項に規定する翻訳

文を同項に規定する期間経過後に提出したとき（同法第３６条の２第４項

の規定が適用され、同条第５項の規定により同条第２項に規定する期間が

満了する時に提出されたものとみなす場合を除く。）。 

（１２１１）外国語特許出願（外国語実用新案登録出願）において、特許法第

１８４条の４第１項又は（実用新案法第４８条の４第１項）に規定する明

細書の翻訳文並びに特許法第１８４条の４第１項及び第２項（実４８条の

４第１項及び第２項）に規定する及び請求の範囲の翻訳文を国内書面提出

期間（国内書面提出期間の満了前２月前から満了の日までに国内書面の提

出があった場合は、翻訳文提出特例期間。以下同じ。）経過後に提出したと

き（特許法第１８４条の４第４項（実４８条の４第４項）の規定が適用さ
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れ、特許法第１８４条の４第５項（実４８条の４第５項）の規定により国

内書面提出期間が満了する時に提出されたものとみなす場合を除く。）。 

（１３１２）実用新案法第６条の２の規定による補正を命じた場合において、

その指定した期間の経過後に明細書、実用新案登録請求の範囲又は図面に

ついて補正をしたとき。 

（１４１３）実用新案登録を無効にすべき旨の審決（実用新案法第４１条にお

いて準用する特許法第１２５条ただし書に規定する特許法第１２３条第１

項第７号（実用新案登録の後に権利享有できない者になったとき）に基づ

く無効に該当する場合を除く。）が確定した後に、実用新案技術評価の請求

がなされたとき。（実１２条２項） 

（１５１４）実用新案登録に基づく特許出願がされた後に、その基礎とされた

実用新案登録に実用新案技術評価の請求がなされたとき。（実１２条３項） 

（１６１５）意匠法第６条第２項の規定によるひな形又は見本を提出した日が、

意匠登録出願を電子情報処理組織を使用して提出した日と同日でないとき。

（特例施規１９条、２０条） 

（１７１６）手続が以下に該当するとき。 

ア．手続補正書（誤訳訂正書、手続補完書）に補正の内容（訂正の内容、

補完の内容）の記載がないとき（補正方法（訂正方法）が「削除」のと

きを除く。）又は添付すべき書面が添付されていないとき（物件の提出を

その内容とする場合に限る。）。 

イ．意見書に意見の内容の記載がないとき。 

ウ．翻訳文提出書に翻訳文が添付されていないとき。 

エ．物件の提出を目的とする手続（優先権証明書提出書等）に物件が添付

されていないとき。 

オ．代表者選定届に何人が代表者となったかの記載がないとき（手続書面

全体から特定することができるときを除く。）。 

カ．出願人名義変更届が、以下に該当するとき（手続書面全体から特定す

ることができるときを除く。）。 

ａ．出願人名義変更届に承継人の識別番号及び氏名又は名称のいずれも

記載がないとき。 

ｂ．特許を受ける権利の帰属について訴訟が係属中であることを特許庁

が知り得た後になされた手続であって、当該手続に係る者（出願人名

義変更届の譲渡人、出願取下書の出願人等）が判決又はこれと同一の

効力を有する和解調書等により正当な出願人（正当に特許を受ける権

利を承継している者）でないことが判明したとき。 

ｃ．団体商標登録出願に提出された出願人名義変更届の承継人が、商標

法第７条第１項に規定する一般社団法人その他の社団（法人格を有し

ないもの及び会社を除く。）若しくは事業協同組合その他の特別の法律

により設立された組合（法人格を有しないものを除く）又はこれらに

相当する外国の法人以外の者であるとき。 
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ｄ．地域団体商標登録出願に提出された出願人名義変更届の承継人が、

商標法第７条の２第１項に規定する「組合等」以外の者（個人、会社

等）であるとき。 

キ．代理人受任の届出書に受任した代理人の識別番号及び氏名又は名称の

いずれも記載がないとき（手続書面全体から特定することができるとき

を除く。）。 

ク．代理人選任（代理人変更、代理権変更、代理権消滅）の届出書に選任

した代理人の識別番号及び氏名又は名称のいずれも記載がないとき（手

続書面全体から特定することができるときを除く。）。 

ケ．包括委任状援用制限届に援用を制限した代理人の記載がないとき。 

コ．特徴記載書に意匠の特徴の記載がないとき。 

サ．手続補足書に補足の内容の記載がないとき、又は添付すべき書面が添

付されていないとき（物件の提出をその内容とする場合に限る）。 

シ．受託番号変更届に新受託番号の記載がなく、添付すべき新受託番号を

証明する書面が添付されていないとき。 

ス．特許法第６７条の２の２第１項の書面に出願をしようとする者の氏名

又は名称、特許番号又は第６７条第２項の政令で定める処分の記載がな

いとき（手続書面全体から特定することができるときを除く。）。 

（１８１７）手数料の補正のみをする手続補正書が、次に該当するとき。 

ア．予納を利用する場合 

ａ．予納台帳番号が記載されていないとき。 

ｂ．手続をする者（代理人があるときはその代理人）が手続補正書に記

載した予納台帳番号の予納台帳の予納者（特例法施行規則第４１条の

規定による代理人届が提出された者を含む。）でないとき。 

ｃ．予納台帳の残高が不足することにより、見込額から手数料の納付に

充てることが全くできないとき。 

イ．特許印紙により納付する場合 

特許印紙を全く貼付しないで手続をしたとき。 

ウ．現金（電子現金）により納付する場合 

納付の事実が存在しない又は使用済み若しくは返還済みのとき。 

エ．口座振替により納付する場合 

ａ．書面による手続補正書において口座振替による納付の申出をしたと

き。 

ｂ．手続をする者（代理人によるときはその代理人）が手続補正書に記

載した振替番号を付与された者（特例法施行規則第４１条の規定によ

る代理人届が提出された者を含む。）でないとき。 

ｃ．預金口座又は貯金口座の残高の不足等により、手数料の振替ができ

ないとき。 

（１９１８）意匠登録出願と同時でない又は設定登録料納付と同時でないとき

に意匠を秘密にすることの請求をしたとき。（意１４条） 
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（２０１９）共同で行わなければならない手続において、出願人全員で行って

いないとき（代理権が確認できる代理人による手続であって、手続書面作

成時に脱漏したことが明らかな場合を除く。）。（特１４条※ 3） 

（２１２０）出願公開の請求をする場合において、次に該当するとき。 

ア．出願公開請求書の提出以前に、出願公開されているとき。（特６４条の

２第１項１号） 

イ．パリ条約による優先権等の主張を伴う出願でその証明書が提出されて

いないとき。（特６４条の２第１項２号） 

ウ．外国語書面出願で外国語書面の翻訳文が提出されていないとき。（特６

４条の２第１項３号） 

ただし、上記イ．又はウ．の場合において、却下の処分を行おうとする

際に証明書又は翻訳文が提出されているときは、却下の処分は行わない。 

（２２２１）出願審査請求手数料の返還請求をする場合において、次に該当す

るとき。 

ア．出願が放棄され又は取り下げられた日から６月を経過した後に返還請

求をしたとき。（特１９５条１０項） 

イ．出願審査請求手数料の納付に係る手続をした者以外の者が返還請求を

したとき（代理権が確認できる代理人による手続であって、手続書面作

成時に誤記したことが明らかな場合を除く。）。（特１９５条９項） 

ウ．出願審査請求手数料を完納していない事件について返還請求をしたと

き。 

エ．審査の通知等に係る書類の到達後に出願の放棄又は取り下げがなされ

た事件について返還請求をしたとき。（特１９５条９項１号から４号ま

で） 

（２３）回復理由書が次に該当するとき。 

ア．救済手続期間注 1 外に提出されたとき。（特施規２５条の７第４項、３

８条の２第２項※ 11、６９条の２第１項、実施規２１条の４第１項、意施

規１８条の４第１項、商施規２条９項、１０条２項、２０条２項） 

イ．回復の理由の記載がされていないとき。 

ウ．回復対象となる手続が提出されないとき。 

エ．回復対象となる手続をすることができる者以外の者が手続をしたとき。 

（２４２２）１．出願手続の却下の（３）、（４）及び（７）は、願書以外の出

願書類に準用する。この場合において、１．（４）については、在外者であ

る国際特許出願人が国内処理基準時までに手続をする場合（特１８４条の

１１第１項※ 12※ 11）又は特許管理人を有する在外者が日本に滞在している

場合（特施令１条※ 13※ 12）は、適用しない。 

 

（改訂平成２４・４２３・１１）  
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※ 1  特１８条の２第１項、２項：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項、商附

則２７条２項、特例法４１条２項、現金手続省令８条において準用 
※ 2  特施規２条１項：実施規２３条１項、意施規１９条１項、商施規２２条１項において

準用 
※ 3  特８条１項、１４条：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項、商附則２７

条２項において準用 
※ 4  特４４条１項（実１１条１項において準用）、特４６条１項、２項、実１０条１項、

２項、意１０条の２第１項、１３条１項、２項、１７条の３第１項（商１７条の２第１

項（商６８条２項において準用）において準用）、商１０条１項、１１条１項、２項、

３項、１２条１項、６５条１項、６８条１項、平成１０年改正前意１０条の２第１項、

１１条１項、１２条１項、２項、１３条１項、２項、１７条の３第１項 
※ 5  特４４条１項（実１１条１項において準用）、特４４条５項、６項、４６条１項から

３項、４６条の２第１項、３項、６７条の２第３項、６７条の２の２第２項、実１０条

１項、２項、６項、７項、意１０条の２第１項、１３条１項から３項、１７条の３第１

項（商１７条の２第１項（商６８条２項において準用）において準用）、意１７条の４

第１項（商１７条の２第２項（商６８条２項において準用）において準用）、商１０条

１項、１１条４項、１２条２項、２０条２項、３項（平成８年改正法附則１４条におい

て準用）、商２１条１項（平成８年改正法附則１４条において準用）、商６５条２項、

６５条の３第２項、３項、平成１０年改正前意１０条の２第１項、１１条１項、１２条

３項、１３条１項から３項、１７条の３第１項、特施令４条 
※ 6  特１８条１項（意６８条２項、商７７条２項、商附則２７条２項、特例法４１条２項、

現金手続省令８条において準用）、実２条の３ 
※ 7  特１８条２項、１８４条の５第３項（実４８条の５第３項において準用） 
※ 8  特４条：実１４条の２第５項、３９条の２第４項、４５条２項、５４条の２第５項、

意６８条１項、商７７条１項、商附則２７条１項において準用 
※ 9  特５条：実２条の５第１項、意６８条１項、商７７条１項、商附則２７条１項におい

て準用 
※ 10  意１７条の４：商１７条の２第２項において準用 

 
注 1  所定の期間内に手続をすることができなかったことについて正当な理由があるとき

は、その理由がなくなった日から２月以内で所定の期間の経過後１年（商標に関しては

６月）以内（特３６条の２第４項、１１２条の２第１項、１８４条の４第４項、実３３

条の２第１項、４８条の４第４項、意４４条の２第１項、商２１条第１項、６５条の３

第３項、商附則３条３項（商附則２３条において準用））。 

 
※ 11  特施規３８条の２第２項：実施規２３条３項において準用 
※ 12  特１８４条の１１第１項：実４８条の１５第２項において準用 
※ 11 特１８４条の１１第１項：実４８条の１５第２項において準用 
※ 13  特施令１条：実施令４条１項、意施令、商施令３条１項において準用 
※ 12  特施令１条：実施令４条１項、意施令、商施令３条１項において準用 


